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貸 借 対 照 表 
（平成３０年３月３１日現在） 

 

 （単位：円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

流 動 資 産  15,372,973  流 動 負 債  7,719,689  

 現 金 及 び 預 金  9,546,361   未 払 金  3,253,405  

 売 掛 金  5,361,935   未 払 費 用  4,137,889  

 前 払 費 用  342,792   預 り 金  226,095  

 そ の 他  121,885   未 払 法 人 税 等  102,300  

固 定 資 産  3,100,408       

有 形 固 定 資 産  2,359,428  負 債 合 計 7,719,689  

 建 物  2,313,430  純  資 産 の 部 

 構 築 物  45,986  株 主 資 本  10,753,692  

 車 両 運 搬 具  4   資 本 金  10,000,000  

 工 具 器 具 備 品  8   資 本 剰 余 金  10,000,000  

 無 形 固 定 資 産  690,980   その他資本剰余金  10,000,000  

 水 道 施 設 利 用 権  162,440   利 益 剰 余 金  △9,246,308  

 電 話 加 入 権  382,470   その他利益剰余金  △9,246,308  

 ソ フ ト ウ ェ ア  146,070    繰越利益剰余金  △9,246,308  

 投資その他の資産  50,000        

 保 証 金  50,000  純  資  産  合  計  10,753,692  

資 産 合 計 18,473,381  負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,473,381  
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損 益 計 算 書 

(平成２９年４月 １ 日から

平成３０年３月３１日まで) 

 
（単位：円）    

科   目 金   額 

営 業 収 益     

保 管 料 収 入 45,914,422    

荷 役 料 収 入 3,185,200    

業 務 受 託 収 入 15,469,200    

受 取 手 数 料 90,480,000    

そ の 他 の 営 業 収 入 4,053,600  159,102,422  

販売費及び一般管理費   157,671,956  

営 業 利 益   1,430,466  

営 業 外 収 益     

受 取 利 息 124    

雑 収 入 254,210  254,334  

経 常 利 益   1,684,800  

税 引 前 当 期 純 利 益   1,684,800  

法人税、住民税及び事業税 635,798  635,798  

当 期 純 利 益   1,049,002 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(平成２９年４月 １ 日から

平成３０年３月３１日まで) 
 

（単位：円） 

 

株 主 資 本 

純 資 産 

合 計 資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 
株 主 資 本 

合 計 
その他資本 

剰 余 金 

その他利益 

剰 余 金 

当事 業年度期首残 高 10,000,000 10,000,000 △10,295,310 9,704,690 9,704,690 

事業 年度中の変動 額      

当 期 純 利 益   1,049,002 1,049,002 1,049,002 

事業年度中の変動額合計  － － 1,049,002 1,049,002 1,049,002 

当 事 業 年 度 末 残 高 10,000,000 10,000,000 △9,246,308 10,753,692 10,753,692 
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産の評価 

基準及び評価方法 
商品  先入先出法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 定率法（ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しております。 

（２）無形固定資産 定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（２）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

（３）連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 200 株 

 

 

 

 


